
①耐震工事費（当時積算）
　事務所・議会棟
　47,300円／㎡×庁舎面積2,901㎡＝1億3,721万7,300円
　（うち１／2の6千800万円は補助対象）
②増改築工事費（当時積算）
　事務所棟増改築　4億　350万円
　議会棟改修工事　1億4,700万円
　議会棟増築工事　1億5,700万円
　　合計　①+②　 8億4,471万7,300円
③新築工事費概算（当時積算）用地費、造成費等は含まない
　新庁舎建設費　　11億円
　現庁舎解体費　　7,300万円
　　合計　　　　　11億7,300万円
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耐
震
補
強
や
増
改
築
を
行
う
べ
き
か
、
新
築
す
る
べ
き
か
、

そ
れ
ぞ
れ
の
課
題
を
踏
ま
え
、
総
合
的
に
検
討
し
た
結
果
、

耐
震
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強
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健
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祉
課
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ペ
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な
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、
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改
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分
な
防
災
機
能
が
保
持
で
き
ず
、

増
改
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繰
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は
新
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性
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。
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災
機
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ま
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。
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討
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会

①建物の耐震性の問題
②防災拠点としての機能
③住民サービスへの支障
④建物設備の老朽化
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こ
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町
内
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各
種
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者
20
名
で
構

成
さ
れ
た
組
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で
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前
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果
を
踏
ま
え
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を
明
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に
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た
め
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つ
の
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い
ま
し
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前
述
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を
行
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進
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で
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と
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災
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点
と
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の
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る
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ら
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。
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Ａ
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セ
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損
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た
。
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町
と
し
て
は
、
両
委
員
会
か
ら
の
提
言
・
答
申
を
踏
ま

え
、
旧
メ
ル
シ
ャ
ン
跡
地
を
第
１
候
補
地
と
す
る
こ
と

に
決
定
し
、
新
庁
舎
建
設
に
関
す
る
委
員
会
を
組
織
し

建
設
に
向
け
た
作
業
を
進
め
る
こ
と
と
し
ま
し
た
。

案 Ａ案 Ｂ案 Ｂ'案 Ｃ案
移転候補地 現庁舎の東側 御代田町駅北駐車場 メルシャン跡地
所有者 御代田町　他 御代田町 御代田町土地開発公社

敷地面積 11,506㎡（借地含む） 5,903㎡ メルシャン跡地　28,678㎡
その内の約10,000㎡

延床面積 5,000㎡ 4,400㎡ 5,000㎡（保健センター機能を含む） 5,000㎡
外構面積 4,000㎡ 4,000㎡ 4,000㎡

概算事業費

概算工事費
1,468,000千円＋用地
● 庁舎新築 1,365,000千円
● 既存庁舎解体 63,000千円
● 外構工事 40,000千円
● 用地購入費 
※道路 約23,000円/㎡

概算工事費
1,304,200千円
● 庁舎新築 1,201,200千円
● 既存庁舎解体 63,000千円
● 外構工事 40,000千円

概算工事費
1,468,000千円
● 庁舎新築 1,365,000千円
● 既存庁舎解体 63,000千円
● 外構工事 40,000千円

概算工事費
1,528,000千円
● 庁舎新築 1,365,000千円
● 既存庁舎解体 63,000千円
● 外構工事 40,000千円
● 既存建物解体等 30,000千円
● 用地購入費 30,000千円

メリット
● 町民から場所が認知されて
いる。

● 用地費がかからない。
● 保健センター、人権セン
ターとの一体的利用が可能
となる。

● 用地費がかからない。
● 人権センターとの一体的利
用が可能となる。

● 町道御代田佐久線に接道する
ことから、利便性がよくなる。
● エコールみよたに隣接し、
一体的な利用が可能となる。

デメリット
● 用地費がかかる。
● 公共施設が従来どおり点在
する。

● 建物が細長くなる。
● 駐車場が十分に取れない。

● 駐車場が十分に取れない。 ● 用地費がかかる。

⑤高度情報化対策
⑥バリアフリー対策　
⑦自己所有地の不足
⑧新築・増改築の比較

検討事項

① 

現
庁
舎
を
耐
震
補
強
し
、
保
健
福
祉
課
ス
ぺ
ー

ス
の
確
保
な
ど
最
低
限
の
増
改
築
を
行
う
。

② 

現
庁
舎
を
取
り
壊
し
、
同
じ
敷
地
に
新
た
な
庁

舎
を
建
設
す
る
。

③ 

他
の
場
所
に
新
庁
舎
を
建
設
す
る
。

検討事項
（別表1参照）Ａ

案　

現
庁
舎
の
東
側

Ｂ
案　

御
代
田
町
駅
北
駐
車
場

Ｃ
案　

旧
メ
ル
シ
ャ
ン
跡
地

（別表2参照）

別表2　移転候補地の比較（当時）
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案 ①現庁舎の耐震補強工事＋増築案
② 現庁舎を取り壊し、同じ敷地に新
庁舎を建設する

③他の場所に新庁舎を建設する

検討案
(内容)

● 現庁舎の耐震補強工事を行う。
● 保健福祉課を本庁舎に入れるス
ペース等最低限の増築を行う。

● 耐震補強工事中は、仮設庁舎で業
務を行う。

● 現庁舎を解体し、同じ場所に新庁
舎を建設する。

● 新庁舎建設中は、仮設庁舎で業務
を行う。

● 別の土地に新庁舎を建設する。
● 用地を購入する場合がある。

敷地面積 11,506㎡（借地含む） 11,506㎡（借地含む） 11,506㎡

延床面積 3,254㎡ 4,424㎡ 4,424㎡

外構面積 4,000㎡ 4,000㎡ 4,000㎡

概算事業費

（用地費は
含まない）

概算工事費　861,000千円
● 耐震補強＋改修 364,000千円
● 既存議会棟改修 150,000千円
● 議会棟新築 109,000千円
● 仮設庁舎 168,000千円
● エレベーター 30,000千円
● 外構工事 40,000千円

概算工事費 1,479,000千円
● 庁舎新築 1,208,000千円
● 仮設庁舎 168,000千円
● 既存庁舎解体 63,000千円
● 外構工事 40,000千円

概算工事費 1,311,000千円
● 庁舎新築 1,208,000千円
● 既存庁舎解体 63,000千円
● 外構工事 40,000千円

メリット

● 耐震性が改善される。
● 保健福祉課のスペースが確保され、
最低限の町民サービスを提供する
ことができる。

● 最低限のバリアフリー対策が講じ
られる。

● 工事期間が短い。
● 建設コストが他と比べ安い。

● 耐震性が改善される。
● 耐震性の改善により、今後50年間維持管理することができる。
● 保健福祉課のスペースが確保され、町民サービスを提供することができ、
高齢者や障害者をはじめ、全ての人が利用しやすい庁舎となる。

● 事務室分散配置の解消と事務の効率化により町民サービスの向上につなが
る。

● バリアフリー対策が講じられる。
● 防災拠点施設として機能を果たすことができる。
● 暗い、入りづらいという感覚を払拭することができる。
● ＯＡフロア化することにより、配線等の露出を防ぎ、高度情報化への対応
が可能となる。

● 議会の傍聴がしやすくなるなど、住民が利用しやすい議会となる。

● 新庁舎建設中、現庁舎で業務を行
うことができる。

デメリット

● 仮設庁舎が必要になる。
● 耐震補強工事は20年先の安全性の
確保が難しい。

● 引越しを2回行う。
● 天井が低くＯＡフロア化に対応で
きないなど、高度情報化への対応
ができない。

● 耐震補強と共に、空調・給排水設備
の更新が必要となる。

● 西側の外壁、東側の増築箇所に問
題がある。

● 会議室不足が解消されない。
● 耐震補強工事、増改築を繰り返し
ていたのでは、いつかは新庁舎の
建設が必要になり、結果的に建設
費用が高額になる。

● 仮設庁舎が必要になる。
● 現庁舎を解体する必要があり増築
に比べ、コストが増大する。

● 工事期間が長い。
● 引越しを2回行う。
● ①、③と比べコストがかかる。

● ①に比べ、コストがかかる。
● 用地を購入する場合は、用地費用
が必要になる。

別表1　庁舎整備に関する比較（当時）
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